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23年度 24年度 25年度 1,158,699 1,158,699 1,289,491 1,289,491

1 総
企業の誘致・立
地への支援

本市の将来的な税収の確
保や雇用の機会の拡大を
図り、経済の発展と市民
生活の向上に寄与し、本
市への企業の誘致や市内
企業の再投資を促進す
る。

市内に
立地す
る企業

等

政
策

奨励措置適
用申請件数

３０件 ３０件 ３０件 45 7件

条例の適用件数は７
件に止まったが、例
年並みの事業実施は
図られた。

Ｂ 45

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

1
企業の誘致・立
地への支援

市内企業の経営状
況の把握及び茅ヶ
崎市企業等立地等
促進条例等の周知
事務等

企業訪問の実
施回数

年５０社 年６６社

市内企業の経営状
況の把握及び茅ヶ
崎市企業等立地等
促進条例等の周知
事務等

企業訪問の実
施回数

年８０社

業
務
計
画

可
必
要

可
不
可

無 有り 25

現在策定を進めてい
る広域産業振興戦略
に基づき、経済団体
の活用を検討する。

予算
なし

1
企業の誘致・立
地への支援

茅ヶ崎市企業
等立地等促進
条例の適用・
調整事務等

適用件数 年３０件 年７件

茅ヶ崎市企業
等立地等促進
条例の適用・
調整事務等

適用件数 年３０件

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 24

条例の周知を広く図
るために、様々な団
体との連携を検討す
る。

予算
なし

1
企業の誘致・立
地への支援

県企業誘致促
進協議会負担
金の支出事務
等

負担金の支出
期限

平成２３
年５月

平成２３
年６月

45

県企業誘致促
進協議会負担
金の支出事務
等

負担金の支出
期限

平成２４
年５月

45

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
産業の活性化方
法についての調
査研究事務

庁内組織による市内産業
全般の変化を捉えた活性
化方法について調査研究
する

担当課
の職

員、関
係機関

定
例
定
型

検討会等の
開催回数

１０回 １０回 １０回 11,424 １０回
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 776 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持

2

産業の活性化方
法についての調
査研究事務

市内産業全般の変
化を捉えた活性化
方法についての調
査研究事務経費

検討会開催回
数

年６回 年１０回 686

市内産業全般の変
化を捉えた活性化
方法についての調
査研究事務経費

検討会開催回
数

年６回 776
不
可

必
要

可 可 無 有り 24

産業の活性化方法を
調査研究するにあた
り、商工会議所や民
間企業と連携を図
る。

維持

2

産業の活性化方
法についての調
査研究事務

茅ヶ崎ブラン
ドアップ策定
委託

茅ヶ崎ブラン
ドアップの策
定

年１回 年１回 6,090

2

産業の活性化方
法についての調
査研究事務

コミュニティ
ビジネス等創
出検証事業委
託

コミュニティ
ビジネス等創
出に関する報
告書の作成

年１回 年１回 4,648

3 総
優良産業人等表
彰に係る事務

中小企業・商店の振興に
資するため、商工会議所
との共催により、社会的
功績の顕著な者や地域企
業・商業の発展に寄与す
る。

被表彰
者

定
例
定
型

表彰式の開
催時期

１１月 １１月 １１月 108 １１月
優良産業人３７名及
び優良店舗６店の表
彰を行う。

Ａ 125 未 高 高 高
現状維

持
維持

3
優良産業人等表
彰に係る事務

優良産業人等
表彰式の共催
事務等

表彰式の開催
時期

平成２３
年１１月

平成２３
年１１月

108
優良産業人等
表彰式の共催
事務等

表彰式の開催
時期

平成２４
年１１月

125 済
必
要

済
不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

維持

4 総 計量検査事業

適正な計量の実施を確保
することによって、消費
者保護と経済の適正な発
展を図る。

特定計
量器所
有事業

者

定
例
定
型

定期検査の
実施回数

１回 １回 １回 1,601 １回
目標値に近い事業の
推進ができた。 Ａ 2,247 未 高 高 高

現状維
持

維持

4 計量検査事業
計量の立入検
査の実施及び
勧告等

立入検査の実
施回数

年１５回 年１０回 0
計量の立入検
査の実施及び
勧告等

立入検査の実
施回数

年１５回 105 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

維持

4 計量検査事業
計量の定期検
査の実施
（委託）

定期検査の実
施回数

年１回 年１回 1,538
計量の定期検
査の実施
（委託）

定期検査の実
施回数

年１回 2,112
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

4 計量検査事業
適正計量に関
するポスター
等作成の調整

作成枚数 ２６０枚 ２４５枚 45
適正計量に関
するポスター
等作成の調整

作成枚数 ２６０枚 12 済
必
要

済
不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

維持

4 計量検査事業

全国特定計量
行政協議会へ
の負担金等の
支出事務

負担金の支出
時期

平成２３
年５月

平成２３
年５月

18

全国特定計量
行政協議会へ
の負担金等の
支出事務

負担金の支出
時期

平成２４
年５月

18 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

維持

5 総
中小企業経営安
定支援事業

中小企業経営の合理化及
び企業の振興を促進し、
中小企業の健全な発展を
図る。

市内の
中小企
業及び
創業者

政
策

中小企業融
資制度が有
効だと判断
した企業の
割合

６０％ ６５％ ７０％ 1,036,170 84%

中小企業融資制度が
有効だと判断した企
業の割合が目標に達
し、成果が出てい
る。

Ａ 1,146,824

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

茅ヶ崎商工会議所
への委託による中
小企業及び創業者
の経営診断、経営
相談業務の実施

経営診断、経
営相談件数

年４３件 年２３件 678

茅ヶ崎商工会議所
への委託による中
小企業及び創業者
の経営診断、経営
相談業務の実施

経営診断、経
営相談件数

年４３件 1,008

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

中小企業近代化資
金及び経営安定特
別資金の利子補
給、中小企業信用
保証料の交付事務
等

交付件数
年３００
件

年３５３
件

33,317

中小企業近代化資
金及び経営安定特
別資金の利子補
給、中小企業信用
保証料の交付事務
等

交付件数
年３００
件

39,398

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

中小企業振興資
金・近代化資金・
経営安定特別資金
のの貸付に関する
事務等

融資利用件数 年８０件 年７５件 1,001,215

中小企業振興資
金・近代化資金・
経営安定特別資金
のの貸付に関する
事務等

融資利用件数 年８０件 1,103,935

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

活動指標の名称

事業の改善提案

産業振興課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）
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今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

活動指標の名称

事業の改善提案

産業振興課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

5
中小企業経営安
定支援事業

工業振興に関する
講習会・研修会の
企画立案及び開催
事務等

講座等の開催
回数

年１回 年１回 140

工業振興に関する
講習会・研修会の
企画立案及び開催
事務等

講座等の開催
回数

年１回 140

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

工業技術見本
市出展

出展箇所数 ５ブース ８ブース 200
工業技術見本
市出展

出展箇所数 ５ブース 683

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

負担金の拠出 拠出件数 年２件 年２件 140 負担金の拠出 拠出件数 年２件 200

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

補助金の交付 交付件数 年４件 年６件 480 補助金の交付 交付件数 年４件 660

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
中小企業経営安
定支援事業

児童・生徒起
業体験事業
（ビジネス体
験隊）の実施

実施回数 年１回 年１回 0

児童・生徒起
業体験事業
（ビジネス体
験隊）の実施

実施回数 年１回 800

業
務
計
画

済
必
要

済 可 無 有り 25

事業の実施にあた
り、企業ＯＢなど人
材のスキルを活かせ
ないか検討する。

維持

6 総
特定退職金共済
掛金補助事業

中小企業者が相互扶助の
精神に基づき、人材確保
と定着性を図るために加
入している特定退職者共
済掛金の一部を補助する
ことにより、雇用の促
進、従業員の福利制度の
整備を促進する。

共済制
度に加
入して
いる事
業者

定
例
定
型

補助金の交
付件数

１５０件 １５０件 １５０件 2,206 １３５件
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 2,500 未 高 高 高

現状維
持

6
特定退職金共済
掛金補助事業

特定退職金共
済掛金補助金
の交付事務等

補助金の交付
件数

年１５０
件

年１３５
件

2,206
特定退職金共
済掛金補助金
の交付事務等

補助金の交付
件数

年１５０
件

2,500
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

7 総
商店街共同施設
設置補助事業

商店街団体が設置する共
同施設の設置に対し補助
し、地域商業の近代化と
環境整備を促進する。

商店街
団体

定
例
定
型

補助対象の
商店会数

２商店会 ２商店会 ２商店会 3,000 １商店会
商店会の街路灯整備
を実施し、成果が出
ている。

Ａ 2,955 未 中 高 高
現状維

持
有り 維持

7
商店街共同施設
設置補助事業

共同施設設置
補助金の交付
のための意向
調査

調査回数 年１回 年１回

共同施設設置
補助金の交付
のための意向
調査

調査回数 年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

7
商店街共同施設
設置補助事業

共同施設設置
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

１商店会 １商店会 3,000
共同施設設置
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

２商店会 2,955
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 26
補助内容の見直しを
検討する。

維持

8 総
商店街の魅力と
にぎわい創出事
業

茅ヶ崎市商店会連合会又
は地域商店街団体が実施
する販売の促進を図る事
業に対する支援を行い、
商業の振興を図る。

商店会
連合会
及び地
域商店
街団体

政
策

補助件数 ２８件 ２９件 ３０件 13,846
２３商店

会

新たな取り組みを始
める商店会もあり、
成果が出ている。

Ａ 18,136

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

8

商店街の魅力と
にぎわい創出事
業

販売促進補助
金の交付事務
等

補助団体数
２６商店
会

２３商店
会

9,606
販売促進補助
金の交付事務
等

補助団体数
２６商店
会

11,736

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 26
補助内容の見直しを
検討する。

維持

8

商店街の魅力と
にぎわい創出事
業

商業の活性化
を図るための
新たな事業に
補助交付

補助団体数 １２団体 ９団体 4,240

商業の活性化
を図るための
新たな事業に
補助交付

補助事業数 ８事業 6,400

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

補助対象者を商店会
だけでなく同業種組
合なども可とし、今
までの申請方法も申
請しやすいよう変更
した。

維持

9 総
商店街終夜灯電
灯料補助事業

商店街活動の活性化を図
るとともに消費者の安全
と防犯に寄与する。

商店街
団体

定
例
定
型

補助対象の
商店会数

２４商店会 ２４商店会 ２４商店会 4,209
２４商店

会
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 4,842 未 高 高 高

現状維
持

維持

9
商店街終夜灯電
灯料補助事業

終夜灯電灯料
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

２４商店
会

２４商店
会

4,209
終夜灯電灯料
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

２４商店
会

4,842 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

10 総
商店街駐車場等
設置補助事業

商店街共同駐車場駐輪場
の整備を促進し、消費者
の利便及び地域商業の振
興を図る。

商店街
団体

定
例
定
型

補助対象の
商店会数

６商店会 ６商店会 ６商店会 3,900 ６商店会
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 3,900 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持

10
商店街駐車場等
設置補助事業

駐車場等設置
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

６商店会 ６商店会 3,900
駐車場等設置
補助金の交付
事務等

補助対象の商
店会数

６商店会 3,900 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 26
補助内容の見直しを
検討する。

維持

11 総
中小企業特許取
得支援事業

中小企業の技術や製品開
発を促進し、企業の独自
性や優位性を発揮させ、
中小企業の振興を図る。

中小企
業者、
創業予
定者等

定
例
定
型

補助金の交
付件数

３件 ３件 ３件 588 ２件
ほぼ目標値に近い事
業の推進ができた。 Ａ 980 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持
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直
営
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必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

11
中小企業特許取
得支援事業

特許取得セミ
ナー企画立案
及び開催事務
等

セミナーの開
催回数

年1回 年１回 50

特許取得セミ
ナー企画立案
及び開催事務
等

セミナーの開
催回数

年1回 80 済
必
要

済 可 無 有り 24

広域産業振興戦略に
基づき、２市１町で
のセミナー等の開催
が可能か検討する。

維持

11
中小企業特許取
得支援事業

特許取得者へ
の補助金の交
付事務等

補助金の交付
件数

年３件 年２件 538
特許取得者へ
の補助金の交
付事務等

補助金の交付
件数

年３件 900 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
商工業講習会研
修会事業

中小企業の経営及び技術
習得のための各種講習
会・研修会を商工会議所
と共同開催し、商工業の
振興を図る。

中小企
業の経
営者及
び社員
その他

定
例
定
型

講習会等の
開催回数

１０回 １０回 １０回 740 ７件

講習会については概
ね目標値を達成でき
たが、アドバイザー
派遣については利用
がなかった。

Ｂ 747 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

12
商工業講習会研
修会事業

講習会・研修
会の企画立案
及び開催事務
等

講習会等の開
催回数

年７件 年７件 740

講習会・研修
会の企画立案
及び開催事務
等

講習会等の開
催回数

年７件 597 済
必
要

済 可 無 有り 24

広域産業振興戦略に
基づき、２市１町で
のセミナー等の開催
が可能か検討する。

維持

12
商工業講習会研
修会事業

中小企業等へ
のアドバイ
ザー派遣の事
務等

派遣回数 年３回 なし 0

中小企業等へ
のアドバイ
ザー派遣の事
務等

派遣回数 年３回 150 済
必
要

済 可 無 有り 26

中小企業等へのアド
バイザーとして民間
企業ＯＢがいるよう
な団体等との連携が
図れないか検討す
る。

維持

13 総
産業フェア開催
補助事業

産業製品、特産品を広く
宣伝し、企業のＰＲによ
り市民と一体となった産
業の振興と活性化を図
る。

ちがさ
き産業
フェア
実行委
員会

定
例
定
型

補助金の交
付時期

６月 ６月 ６月 0 なし
東日本大震災の影響
により開催中止と
なった。

Ｚ 1,620 未 高 高 高
現状維

持
維持

13
産業フェア開催
補助事業

ちがさき産業
フェア実行委
員会への補助
金の交付事務
等

補助の交付期
限

平成２３
年６月

なし 0

ちがさき産業
フェア実行委
員会への補助
金の交付事務
等

補助の交付期
限

平成２４
年６月

1,620
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

13
産業フェア開催
補助事業

産業フェアへ
の参加及び実
行委員会等へ
の参加、協力
等

実行委員会等
への参加回数

年３回 年３回

産業フェアへ
の参加及び実
行委員会等へ
の参加、協力
等

実行委員会等
への参加回数

年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
商工関係団体補
助事業

商工業の健全な発展を図
るため、対象の事務局費
及び事業費の一部を助成
し、商工業振興を推進す
る。

市内商
工関係
団体

定
例
定
型

交付団体数 ６団体 ６団体 ６団体 9,620 ５団体
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 9,620 未 高 高 高

現状維
持

維持

14
商工関係団体補
助事業

団体補助金の
交付事務等

交付団体数 ５団体 ５団体 9,620
団体補助金の
交付事務等

交付団体数 ５団体 9,620 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
中心市街地商業
活性化補助事業

中心市街地の中小小売商
業の振興を図る。

茅ヶ崎
ＴＭＯ

定
例
定
型

補助金の交
付時期

６月 ６月 ６月 3,800 ６月
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 3,800 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持

15
中心市街地商業
活性化補助事業

商業活性化補
助金の交付事
務等

補助の交付期
限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

3,800
商業活性化補
助金の交付事
務等

補助の交付期
限

平成２４
年６月

3,800
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
制度の見直しを検討
する。

維持

16 総
大型店出店の調
整及び対策

店舗の周辺地域の生活環
境の保持のための県への
意見提出

県

定
例
定
型

意見要請へ
の対応割合

１００％ １００％ １００％ 100%
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

維持

16
大型店出店の調
整及び対策

県からの意見
要請

意見要請への
対応割合

１００％ １００％ 県からの意見
要請

意見要請への
対応割合

１００％ 不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
事業協同組合等
の設立の認可等

事業協同組合等が、業務
運営等を適切に行われる
ようにするため

事業協
同組合

等

定
例
定
型

申請に対し
適正に対応
できた割合

１００％ １００％ １００％ 100%
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予算
なし

17
事業協同組合等
の設立の認可等

認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ １００％ 認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ 不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
協業組合の設立
の認可等

協業組合が、業務運営等
を適切に行われるように
するため

協業組
合

定
例
定
型

申請に対し
適正に対応
できた割合

１００％ １００％ １００％ 100%
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予算
なし

18
協業組合の設立
の認可等

認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ １００％ 認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ 不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
商店街振興組合
の設立の認可等

商店街振興組合が、業務
運営等を適切に行われる
ようにするため

商店街
振興組

合

定
例
定
型

申請に対し
適正に対応
できた割合

１００％ １００％ １００％ 100%
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予算
なし
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19
商店街振興組合
の設立の認可等

認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ １００％ 認可に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ 不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
特定工場の新増
設の届出等の受
理等

工場立地が、環境保全を
図りつつ適正に行われる
ようにするため、敷地面
積に対する生産施設面積
を制限し、緑地及び環境
施設面積を一定割合確保
する。

特定工
場
県

定
例
定
型

申請に対し
適正に対応
できた割合

１００％ １００％ １００％ 100%
目標数値の達成が図
られた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予算
なし

20

特定工場の新増
設の届出等の受
理等

届出の受理・
勧告に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ １００％
届出の受理・
勧告に関する
事務等

申請に対し適
正に対応でき
た割合

１００％ 不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

21 総
産学公・異業種
間交流支援事業

新産業の創出や新製品の
開発などにより産業の活
性化を図るため、産学公
の連携推進、共同研究の
創出を目的とした団体へ
の支援とともに、異業種
間の交流及び研鑽を目的
とした事業を実施する。

市内事
業者

定
例
定
型

拠出件数 ２件 ２件 ２件 300 １件
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 300 未 高 高 高

現状維
持

維持

21
産学公・異業種
間交流支援事業

負担金の拠出 拠出件数 年２件 年１件 250 負担金の拠出 拠出件数 年２件 250
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

21
産学公・異業種
間交流支援事業

産業連携啓発
ツアーの実施

実施回数 年１回 年１回 50
産業連携啓発
ツアーの実施

実施回数 年１回 50
不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

22 総
湘南広域都市行
政協議会産業振
興部会事務

藤沢市及び寒川町との連
携・協調を図るため、各
種情報交換を行い、広域
連携の可能性を検討する

藤沢
市、寒
川町及
び茅ヶ
崎市

定
例
定
型

開催回数 7回 7回 7回 ２０回
目標値を大幅に上回
り、事業実施が図ら
れた。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増や
す

22

湘南広域都市行
政協議会産業振
興部会事務

産業振興部会
開催の調整及
び実績の取り
まとめ

開催回数 年７回 年２０回

産業振興部会
開催の調整及
び実績の取り
まとめ

開催回数 年7回

業
務
計
画

不
可

必
要

可 可 無 有り 24

産業振興戦略を策定
し、商工会議所、大
学等との連携を図
り、事業者を支援す
る。

増や
す

23 総
観光振興関係団
体等との連携

県下の観光行政機関等と
の相互の連絡を密にし、
広域観光事業の推進等、
県内観光事業の振興を図
る。

観光振
興団体

等

定
例
定
型

負担金の支
出・会議等
の開催

年８回 年８回 年８回 450 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 423 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

23
観光振興関係団
体等との連携

神奈川県観光
協会への負担
金の支出及び
ホームページ
や情報誌発行
による誘客活
動の実施

①ホームペー
ジの更新
②季刊紙の発
行

①随時
②４回

①随時
②廃止

50

神奈川県観光協会
への負担金の支出
及びホームページ
による誘客活動の
実施

①ホームペー
ジの更新
②誘客キャン
ペーン

①随時
②１回

50
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

23
観光振興関係団
体等との連携

神奈川県観光
振興対策協議
会への負担金
の支出及び入
込観光客の把
握や講演会、
情報交換会等
の実施による

開催回数 ２回 ２回 30

神奈川県観光振興対
策協議会への負担金
の支出及び入込観光
客の把握や講演会、
情報交換会等の実施
による誘客活動の実
施

開催回数 ２回 30
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

23
観光振興関係団
体等との連携

神奈川県観光
振興対策協議
会事業部会へ
の負担金の支
出及び協議会
事業部会の事
業及び会議等
への参加によ
る誘客活動の
実施

①旅博への参
加
②会議への参
加

①５月
②１回

①９月
②２回

100

神奈川県観光振興対
策協議会事業部会へ
の負担金の支出及び
協議会事業部会の事
業及び会議等への参
加による誘客活動の
実施

①旅行博覧会
への参加
②会議への参
加

①９月
②１回

100
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

23
観光振興関係団
体等との連携

湘南地区観光
振興協議会へ
の負担金の支
出及び広域観
光事業の連携
及び推進等に
より、湘南地
区への誘客活
動を実施

①誘客キャン
ペーン
②誘客パンフ
レットの作製

①３回
②
20,000
部

①３回
②
20,000
部

270

湘南地区観光振興協
議会への負担金の支
出及び広域観光事業
の連携及び推進等に
より、湘南地区への
誘客活動を実施

①誘客キャン
ペーン
②誘客パンフ
レットの作製

①３回
②
20,000
部

243
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

23
観光振興関係団
体等との連携

湘南地区観光
振興協議会の
会員として会
議等へ出席

参加回数 ７回 ８回

湘南地区観光
振興協議会の
会員として会
議等へ出席

参加回数 ７回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
観光案内板等の
設備事業

観光散策ルートの案内板
等の整備を行い、観光客
の利便性を図る。

観光客

定
例
定
型

案内板等の
新規設置及
び修繕等

５枚 ５枚 ５枚 98 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 202 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持
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23年度 24年度 25年度 1,158,699 1,158,699 1,289,491 1,289,491

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

活動指標の名称

事業の改善提案

産業振興課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

24
観光案内板等の
設備事業

観光案内板の
新規設置及び
修繕

休止
観光案内板の
新規設置及び
修繕

休止
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24
観光案内板等の
設備事業

こどもたちの
手形タイル整
備

着手時期
平成２３
年８月

平成２３
年８月

98
こどもたちの
手形タイル整
備

着手時期
平成２４
年８月

202 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

維持

25 総
大岡越前祭行事
補助事業

観光及び商業の活性化を
図るため、本市の三大イ
ベントである大岡越前祭
（大岡越前祭実行委員
会）に補助を行う。

大岡越
前祭実
行委員

会

定
例
定
型

補助金交付
時期・実行
委員会への
参加・広報
特集号の作
成

４月・年３
回・
87,000枚

４月・年３
回・
87,000枚

４月・年３
回・
87,000枚

715 0%
東日本大震災の影響
により開催中止と
なった。

Ｚ 6,845 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25
大岡越前祭行事
補助事業

大岡越前祭実
行委員会への
補助金支出

補助金支出期
限

平成２３
年４月

開催中止
により支
出なし

0
大岡越前祭実
行委員会への
補助金支出

補助金支出期
限

平成２４
年４月

5,215
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

25
大岡越前祭行事
補助事業

大岡越前祭へ
の参加及び実
行委員会等へ
の参加、協力
等

実行委員会等
への参加回数

年７回
開催中止
により会
議なし

関係機関との
連携、実行委
員会等への協
力等

実行委員会等
への参加回数

年７回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
大岡越前祭行事
補助事業

浄見寺地元ま
つりの開催
（委託）

実行委員会主
体によるイベ
ント開催

１回
開催中止
により会
議なし

77
浄見寺地元ま
つりの開催
（委託）

実行委員会主
体によるイベ
ント開催

１回 800
不
可

不
要

済 済 無 なし 維持

25
大岡越前祭行事
補助事業

広報特集号の
作製
（委託）

作成部数
88,000
部

88,700
部

638
広報特集号の
作製
（委託）

作成部数
88,700
部

830
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

26 総
花火大会行事補
助事業

本市の観光振興と観光客
の誘致を図るため、三大
イベントである花火大会
（花火大会実行委員会）
に補助を行う。

花火大
会実行
委員会

定
例
定
型

補助金交付
時期・実行
委員会への
参加

６月・年６
回

６月・年６
回

６月・年６
回

0 0%
東日本大震災の影響
により開催中止と
なった。

Ｚ 8,654 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

26
花火大会行事補
助事業

花火実行委員
会への補助金
支出

補助金支出期
限

平成２３
年６月

開催中止
により支
出なし

0
花火実行委員
会への補助金
支出

補助金支出期
限

平成２４
年６月

8,654
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

26
花火大会行事補
助事業

花火実行委員
会等への参
加、協力等

実行委員会等
への参加回数

年５回
開催中止
により会
議なし

関係機関との
連携、実行委
員会等への協
力等

実行委員会、
警備会議等へ
の参加回数

年５回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総
浜降祭行事補助
事業

本市の観光振興と観光客
の誘致を図るため、三大
イベントである浜降祭
（浜降祭実行委員会）に
補助を行う。

浜降祭
実行委
員会

定
例
定
型

補助金交付
時期・実行
委員会への
参加

６月・年３
回

６月・年３
回

６月・年３
回

2,269 80%

実行委員会により非
常時の避難誘導計画
が整備され、例年並
みの事業実施が図ら
れ、70,000人の観
客が来場された。

Ａ 2,337 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27
浜降祭行事補助
事業

浜降祭実行委
員会への補助
金支出等

補助金支出期
限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

1,429
浜降祭実行委
員会への補助
金支出等

補助金支出期
限

平成２４
年６月

1,437
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

27
浜降祭行事補助
事業

浜降祭実行委
員会等への参
加等

実行委員会、
警備会議等へ
の参加回数

年３回 年３回

関係機関との
連携、実行委
員会等への協
力等

実行委員会、
警備会議等へ
の参加回数

年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27
浜降祭行事補助
事業

浜降祭茅ヶ崎
地区祭典委員
会への補助金
支出等

補助金支出期
限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

840

浜降祭茅ヶ崎
地区祭典委員
会への補助金
支出等

補助金支出期
限

平成２４
年６月

900
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

28 総
茅ヶ崎市観光協
会運営費補助事
業

茅ヶ崎市観光協会の保護
育成を図るため、事務局
人件費及び維持管理経費
の補助を行う。

茅ヶ崎
市観光
協会

定
例
定
型

補助金交付
時期・会議
等の開催

６月・年１
２回

６月・年１
２回

６月・年１
２回

21,280 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 21,280 未 高 高 高

現状維
持

有り
減ら
す

28

茅ヶ崎市観光協
会運営費補助事
業

協会への補助
金支出

協会への補助
金支出期限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

21,280
協会への補助
金支出

協会への補助
金支出期限

平成２４
年６月

21,280
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り

25
以
降

一般社団法人化に伴
い、３年後を目処に
人件費等の見直しを
行っていく。

減ら
す

28
茅ヶ崎市観光協
会運営補助事業

正副会長会議
等へオブザー
バーとしての
参加

会議参加回数 １２回 １２回

正副会長会議
等へオブザー
バーとしての
参加

会議参加回数 １２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29 総
茅ヶ崎市観光協
会事業補助事業

本市の観光振興と観光客
の増大を図るため、観光
資源の紹介を目的に観光
協会が実施する事業に対
して補助を行う。

茅ヶ崎
市観光
協会

定
例
定
型

補助金交付
時期

６月 ６月 ６月 1,000 80%

地元事業者やボラン
ティアと連携した事
業を実施するなど、
新たな手法により事
業実施が図られた。

Ａ 2,000 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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23年度 24年度 25年度 1,158,699 1,158,699 1,289,491 1,289,491

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

活動指標の名称

事業の改善提案

産業振興課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

29

茅ヶ崎市観光協
会事業費補助事
業

協会への補助
金支出

補助金の支出
期限

平成２３
年６月

平成２３
年５月

1,000
協会への補助
金支出

補助金の支出
期限

平成２４
年６月

2,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

29

茅ヶ崎市観光協
会事業費補助事
業

各事業の実行
委員会等への
参加による助
言等

会議参加回数 ６回 ６回

各事業の実行
委員会等へオ
ブザーバーと
しての参加等

会議参加回数 ３回
不
可

不
要

可
不
可

無 有り 24
オブザーバーとして
必要に応じて会議等
へ参加する。

予算
なし

30 総 観光客誘致事業

観光客の誘客を図るた
め、茅ヶ崎市観光協会に
誘客宣伝のため観光ガイ
ドマップ等の作成に対す
る補助を行う。

茅ヶ崎
市観光
協会

定
例
定
型

補助金交付
時期

６月 ６月 ６月 4,912 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 4,912 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

30 観光客誘致事業
協会への補助
金の支出等

補助金の支出
期限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

4,912
協会への補助
金の支出等

補助金の支出
期限

平成２４
年６月

4,912
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

31 総
夏季誘客キャン
ペーン事業

茅ヶ崎市観光協会、海水
浴場事業協同組合、商工
会議所、JR東日本びゅう
プラザと茅ヶ崎市と協働
で県外からの海水浴客の
誘客に努める。

観光客

定
例
定
型

キャンペー
ンの実施

年４箇所 年４箇所 年４箇所 0%
東日本大震災の影響
により事業実施は取
りやめとなった。

Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

31
夏季誘客キャン
ペーン事業

県内外の駅頭
等における
キャンペーン
の実施

キャンペーン
実施した駅頭
等箇所数

年１箇所
震災を踏
まえ未実
施

県内外の駅頭
等における
キャンペーン
の実施

キャンペーン
実施した駅頭
等箇所数

年１箇所 可
不
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

32 総
市内観光物産の
展示事業

市役所の特産物等を２階
ロビー（H24年度から分
庁舎1階玄関ホール）及
び観光案内所で展示ＰＲ
し、産業振興・観光振興
を図る。

観光客
及び来
庁者

定
例
定
型

展示会の開
催・常設の
展示

年１２回・
２５事業者

年１２回・
２５事業者

年１２回・
２５事業者

80%

事業所訪問や関係団
体機関紙等において
制度周知を図り、目
標値を上回る事業の
推進ができた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

32
市内観光物産の
展示事業

市役所２階ロ
ビー及び観光
案内所におけ
る名産品・物
産品の展示

展示会の開催
時期

①平成２
３年４月
～９月
②平成２
３年１０
月～平成
２４年３
月

①平成２
３年４月
～９月
②平成２
３年１０
月～平成
２４年３
月

分庁舎1階玄関
ホール及び観
光案内所にお
ける名産品・
物産品の展示

①展示開催期
間
②展示品数

①4月～
9月、10
月～3月
②５０

可
不
要

可 可 無 有り

25
以
降

名産品協会などが組
織された場合、事業
の移行を検討する。

予算
なし

33 総
海水浴場運営事
業

観光客の誘致による観光
振興及び産業の活性化。
市民の健康づくりとレク
リエーションの場の確保

茅ヶ崎
市観光
協会

定
例
定
型

海水浴場の
管理運営委
託

海水浴場開
設期間

海水浴場開
設期間

海水浴場開
設期間

14,612 80%

非常時の避難誘導計
画を整備し避難訓練
を実施し来場者の安
全を確保するなど、
目標値を上回り事業
の推進ができた。

Ａ 14,878 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

33
海水浴場運営事
業

海水浴場の開
設

海水浴場開設
許認可申請事
務

平成２３
年６月

平成２３
年６月

海水浴場の開
設

海水浴場開設
許認可申請事
務

平成２４
年６月

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り

25
以
降

全体的な事務の軽減
を図るために、再任
用職員等の活用も可
とする

予算
なし

33
海水浴場運営事
業

協会への海水
浴場の運営管
理（委託）

海水浴場の運
営管理

①平成２
３年６月
②平成２
３年８月

①平成２
３年６月
②平成２
３年８月

14,612
協会への海水
浴場の運営管
理（委託）

海水浴場の運
営管理

海水浴場
開設期間

14,691 可
不
要

済 可 無 有り

25
以
降

民間事業者の活用や
市民ボランティア等
との協働について検
討する。

維持

33
海水浴場運営事
業

海水浴場運営
等への参加

海水浴場対策
協議会等への
出席回数

年３回 年６回
海水浴場運営
等への参加

海水浴場対策
協議会等への
出席回数

年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
海水浴場運営事
業

海水浴場津波
避難警告旗作
製

作製枚数 １１枚 187
不
可

不
要

可
不
可

無 なし
減ら
す

34 総
茅ヶ崎市観光案
内所運営事業

本市の観光宣伝、情報の
提供を行い観光客の利便
を図る

観光客

定
例
定
型

案内所の管
理運営

営業時間内 営業時間内 営業時間内 2,894 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ａ 2,894 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

34
茅ヶ崎市観光案
内所運営事業

案内所の運営
及び管理
（委託）

案内所の業務
日数

年３５９
日

年３６０
日

2,894
案内所の運営
及び管理
（委託）

案内所の業務
日数

年３５９
日

2,894
不
可

不
要

済
不
可

無 なし 維持

34
茅ヶ崎市観光案
内所運営事業

開設場所移転
にむけての検
討

検討会の開催
数

６回 ６回
開設場所移転
にむけての検
討

検討会の開催
数

６回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

35 総
観光施設整備事
業

本市の主要な観光施設で
ある海水浴場区域を中心
に海岸美化清掃をシル
バー人材センターに委託
することにより中高年層
の雇用創出を図る。

シル
バー人
材セン
ター

定
例
定
型

仮設水洗ト
イレ整備・
海岸美化清
掃

１９基・定
期的に実施

１９基・定
期的に実施

１９基・定
期的に実施

4,381 80%

トイレの使用実績等
を検証し、仮設トイ
レの設置台数を見直
すなど、目標値を上
回り事業の推進がで
きた。

Ａ 4,934 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

35
観光施設整備事
業

海岸仮設水洗
トイレの整備

着手時期
平成２３
年４月

平成２３
年４月

1,236
海岸仮設水洗
トイレの整備

着手時期
平成２４
年４月

1,699
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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23年度 24年度 25年度 1,158,699 1,158,699 1,289,491 1,289,491

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

活動指標の名称

事業の改善提案

産業振興課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

35
観光施設整備事
業

海水浴場周辺
の海岸等の清
掃
（委託）

清掃業務の回
数

海岸清掃
２００回
トイレ清
掃２００
回

海岸清掃
２２０回
トイレ清
掃２２０
回

3,145

海水浴場周辺
の海岸等の清
掃
（委託）

清掃業務の回
数

海岸清掃
200回
トイレ清
掃200回

3,235
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

36 総
海岸利便施設の
整備

漁港区域基本構想に基づ
き、年間を通して利用で
きる海岸利用者利便施設
の設置を検討する。

海岸利
用者

政
策

海岸利便施
設の整備

関係機関・
団体調整

関係機関・
団体調整

整備 80%
例年並みの事業実施
が図られた。 Ｂ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

36
海岸利便施設の
整備

利便施設の設
置に係る調査
及び検討

設置に関する
内部検討回数

年６回 年６回
利便施設の設
置に係る調査
及び検討

設置に関する
内部検討回数

年６回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

37 総
神奈川県入込観
光客調査事業

観光客の入込状況を把握
し、観光施策の基礎資料
とする

観光客

定
例
定
型

調査回数 年４回 年４回 年４回 36 80%

民間活用による委託
事業として、例年並
みの事業実施が図ら
れた。

Ａ 36 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37
神奈川県入込観
光客調査事業

入込観光客の
調査及び集計
の実施
（委託）

調査回数・集
計回数

年４回 年４回 . 36

入込観光客の
調査及び集計
の実施
（委託）

調査回数・集
計回数

年４回 36 可
不
要

済
不
可

無 なし 維持

38 総
観光資源の回遊
性の充実事業

地域の観光資源を活用
し、観光ネットワーク化
を推進する

観光客
政
策

観光資源の
回遊性の充
実

基礎調査／
観光素材集
作成

基礎調査／
ﾏｽﾒﾃﾞｨｱを
利用しての
情報発信

基礎調査／
ﾏｽﾒﾃﾞｨｱを
利用しての
情報発信

6,090 80%
目標値を上回り事業
の推進ができた。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

有り
増や
す

38
観光資源の回遊
性の充実事業

観光ルートの
作製及びシ
ティセールス
用の観光資源
素材集作製
（委託）

作成ルート
数・観光資源
素材数

２ルー
ト・５０
素材

３ルー
ト・１４
０素材

6,090

観光ルート及び観
光資源等の活用検
討会を組織し、活
用方法等を検討

検討会の開催 年４回 可
不
要

可 可 無 有り 24

検討会組織を発展さ
せ、観光資源を活用
した地域集客交流事
業が実施できるよう
な組織体制を確立す
る。

増や
す

39 総
海水浴場マナー
アップ巡回警備
事業

海水浴場開設期間におけ
る観光客や海水浴場利用
者等のマナーの向上を図
る

観光客

定
例
定
型

0 0 0 0 2,530 80%
当初の計画のとおり
事業実施が図られ
た。

Ａ 2,321 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

39

海水浴場マナー
アップ巡回警備
事業

海水浴場利用
者等のマナー
の向上を図る
ための巡回警
備実施（委
託）

海水浴場開設
中の巡回警備

６１日 ６１日 2,530

海水浴場利用者等
のマナーの向上を
図るための巡回警
備実施（委託）

巡回警備実施
日数

５６日 2,321 可
不
要

可
不
可

無 有り

25
以
降

緊急雇用創出事業臨
時特例基金事業が継
続される場合は、同
様の事業手法により
実施する。

維持

40 総
茅ヶ崎市物産Ｐ
Ｒ等事業

試行的にアンテナショッ
プを開設し、本市に存在
する多くの物産品等を宣
伝紹介し販売促進を図る

観光客

定
例
定
型

0 0 0 0 3,668 80%
当初の計画のとおり
事業実施が図られ
た。

Ａ 完 高 高 高
予算
なし

40
茅ヶ崎市物産Ｐ
Ｒ等事業

物産品等のPR
活動、販売等
の実施（委
託）

物産品等の
PR活動等

２０品目 ２５品目 3,668

41 総
観光客誘客促進
事業

本市の広報キャラクター
を活用した観光ＰＲ活動
を実施し、市内外からの
観光客の誘客を図る。

観光客 0 0 0 0 16,128 未 高 高 高
現状維

持
維持

41
観光客誘客促進
事業

広報キャラク
ターを活用し
た観光ＰＲ活
動等の実施
（委託）

観光ＰＲ活動
等の実施

年５０回 16,128
不
可

不
要

済
不
可

無 なし 維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動、津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を部、課と
して迅速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策活
動

部災害応急対
策活動マニュ
アルの検証及
び見直し等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
4月、6
月

部災害応急対
策活動マニュ
アルの検証及
び見直し等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

888
災害応急対策活
動

災害情報の収
集及び部内各
班への連絡体
制をとるとと
もに、応急対
策準備に必要
な職員の配備
状況の確認・
調整（災害等
発生時）

応急対策準備
に必要な職員
の配備状況の
確認

４２名 ４２名

災害情報の収
集及び部内各
班への連絡体
制をとるとと
もに、応急対
策準備に必要
な職員の配備
状況の確認・
調整（災害等
発生時）

応急対策準備
に必要な職員
の配備状況の
確認

４２名
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目標値

②
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ー

ズ

手法の
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有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

事業の
方向性

多くの人々を誘う魅力あるまちづくりを支援する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

産業振興課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

888
災害応急対策活
動

被災者の応急
給食の需要の
把握及び調達
（災害等発生
時）

避難所への応
急給食の搬送

随時 実績なし

被災者の応急
給食の需要の
把握及び調達
（災害等発生
時）

避難所への応
急給食の搬送

随時

888
災害応急対策活
動

中小企業被災
者に対する被
災融資（災害
等発生時）

中小企業者被
災融資の実施

随時 実績なし

中小企業被災
者に対する被
災融資（災害
等発生時）

中小企業者被
災融資の実施

随時

888 総 庁内共通事務 1,755 1,755 1,769 1,769

888 総 庁内共通事務 452 452 461 461

999 総 部内調整事務


